
 

平成２８年度 予 算 書 等    

 

（公益財団法人日本エステティック研究財団） 

 

当財団（平成 4年 5月 22日設立、平成 25年 4月 1日公益財団法人移行）は、我が国に

おけるエステティックの国民生活に与える影響の増大に鑑み、エステティックに関する調査研

究を行うとともに、エステティックの業務の適正化及び技能向上を図ることにより、公衆衛生の

向上及び消費者の利益の保護に寄与することを目的に公益目的事業を実施している。本年

度の予算書等(事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類)

は、次のとおりである。 

 

Ⅰ．平成２８年度事業計画書 

平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで 

 

１ 財団運営及び事業の推進に必要な会議等 

(１) 役員会 

会 議 名 開催回数 開   催   日   程 

理 事 会 （通常）  平成２８年５月２７日（金）１４：３０開始 

 〃  （臨時） 3回 平成２８年６月２２日（水）１１：００開始 

〃   （通常）  平成２９年３月（日時未定） 

評議員会 （定時） 1回 平成２８年６月２２日(水)１０：００開始 

監 事 会 1回 平成２８年４月（日時未定） 

※必要に応じて臨時会を開催する。 

（２） 常務理事連絡会議を必要に応じ適宜開催する。  

（３） 事業推進に必要な各委員会を適宜開催するほか、必要に応じ委員会を設ける。 

  

２ エステティックに関する調査研究、業務の適正化及び技能向上のための研修等に関す

る公益目的事業 

（１） 調査研究事業 

本事業は、エステティック及び消費者トラブル等の実態を把握し、安全性、有効性及び

技能改善等に係る調査研究を行い、その成果を各事業の推進に反映するとともに、広く

一般国民に公表し、我が国のエステティックに係る公衆衛生の向上及び一般消費者の利

益の保護に資する。 

 



 

１) エステティック消費者意識調査 

  ・エステティックサービスに関する期待、施術経験、満足度及び問題点等について、 

   消費者を対象とした意識調査を行い、調査研究および教育研修事業等の基礎資料 

とする。 

２）エステティックに関する消費者の健康被害を防止するための調査研究 

 ・エステティックは、技術者に対する教育が義務化されていないため被害防止や回避

をはじめとする知識に格差が生じていることが考えられる。このことから、全ての技術

者が施術を行う際に必要とされる基礎知識について修得できる方法が必要であり、そ

の啓発方法等について、関係者等の協力を得て検討する。 

 ・技術者養成施設における教育について、講師の質を向上させる等により、教育内容

の格差を生じさせない方策を検討する。 

３) エステティック施術が身体に与える影響についての研究 

・エステティックで行われる施術における健康被害の防止や施術の有効性の検証等に

ついて、エステティシャン等との共同研究の推進等を検討する。 

４) エステティックと医師との連携に関する調査研究 

・人間の皮膚に直接触れるサービスを提供しているエステティックは、医師との連携が 

必要不可欠であることから、前年度に引き続き、主として皮膚科医を中心に学会等を

通じて医師のエステティックに対する理解と協力を求めるとともに、連携の在り方につ

いて検討する。 

 

（２） エステティックの業務の適正化に関する事業 

１） エステティック業標準契約書登録店制度関係 

標準契約書登録店制度の運用及び標準契約書、解説書等の頒布を行う。 

2) エステティックの衛生管理登録店制度検討委員会関係 

衛生管理登録店制度に関する検討を継続する。 

 

（３） エステティックの技能向上のための研修に関する事業 

１） 第１０回 エステティック学術会議の開催 

      エステティックに携わる技術者及び経営者或いは育成者等を対象として、医師等の

専門家及び実務家を招へいし、エステティックの役割や知識及び技術動向等に関す

る講義等を行う。 

① 会   頭：川中凱雄 常務理事(一般社団法人日本エステティック業協会理事長) 

② 委 員 会： 

第１０回エステティック学術会議プログラム委員会設置(平成28年4月1日予定) 

③ 会期会場：平成 28年９月１３日(火)  東京ビッグサイト 

④ 参 加 料：５，０００円（計画参加人員３００名）  



 

 

２） 「e ラーニング」を活用した教育研修の実施 

        エステティックサロン内における衛生管理の重要性に鑑み、平成２２年度に運用開

始した｢エステティックの衛生基準修得のための e ラーニング｣を継続実施する。この実

施に当たり、関係団体との連携協力及び業界紙等を通じて広報を行い、より多くの技

術者に衛生基準の修得及びその遵守を促進させる。前年度に引き続き、受講者の受

講機会の利便性を図るため、通年実施する。 

        

① 開講期間： 平成 28年４月 1日～平成 29年 3月末日 

② 受 講 料： ３，０００円（再受講料１，５００円）  

  

    (４)  エステティックにかかる消費者の苦情処理に関する事業 

一般消費者及び営業者等からの相談に応じ、情報提供及び助言等を行う。 

 

    （５） 啓発広報事業 

エステティック業の適正化・健全化を図るため､エステティシャン、業界及び消費者等

に対し、エステティックに関する情報公開及び提供し､その普及啓発を推進する｡ 

１) 独立行政法人国民生活センター及び地方自治体と連絡を密にし、情報交換を行う｡     

２) 「エステティック消費者被害防止マニュアル(仮)」「エステティックの衛生基準」及び「エ 

ステティックサロンの衛生管理ハンドブック」等の刊行物の頒布を行う。 

３） 消費者及びエステティック関係者に対する研究成果等の情報提供、教育に最適な 

webの活用方法などを検討する。 

４) 新情報の提供及び広報等に必要なホームページの更新・改善を行う。  

５) 賛助会員、業界団体等に対し当財団の活動に関する情報提供のための「財団ニュー 

ス」を適宜発信するほか、業界紙等の協力を得て効率的な広報を行う。  

６) 他団体等が主催するエステティック関連事業等に対し、これが有意義と認められる場 

合は、当該主催者の申請に基づく後援名義等の使用を許可する。 

 

３ その他 

  当財団の運営及び事業の推進に当たり、必要に応じ助言・指導等を厚生労働省（旧主務

官庁）及び内閣府（行政庁）に依頼する。                                                

（以上）  
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